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「大学の運営に関する臨時措置法案」

に対する東京大学の見解および

関連する学内情勢

今国会に提出されている「大学の運営に関する臨時措

置法案」については,政府がこれを国会に提出した5月
24日 , 直ちに加藤総長名で談話が発表された。 またこ
とがらの重要性にかんがみ,東京大学としても正式の態

度を表明することになり,各部局の教授会からの意見を

評議会でとりまとめて 6月 11日 に公表した。これと同

時に総長室の責lIEにおいて作成した「法的領1面からみた

問題点」を附属資料として発表した。これらの書類は 6

月 12日 付で加藤総長の送り状を添えて政府。文部省・

衆参両院・各政党・ 各大学などに送付された。

ここでは「大学の運営に関する臨時措置法案Jに対す

る見解として公表されたものを再録する。法的側面から

みた法案の問題点については,要するにその法案は大学

および大学紛争についての基本的理解を欠いており,間

題の真の解決に役立たないばかりでなく,かえって解決

を妨げるおそれが大きいことを指摘している。なお詳し

くは東京大学広報委員会発行の資料 (その 34)を参照し

て下さい。

「大学の運営に関する臨時措置法案J

に 対 す る 見 解

東京大学の紛争は,発生以来すでに 1年余を経過して

いる。この間,われわれは解決のために全力をつくして

きたつもりであり,研究・教育の機能も回復しつつある

が,大学の直面する問題の困難さとわれわれの微力のた

めに解決がおくれ,社会に対して多大の迷惑をかけたこ

とについては,われわれとしても深くその責任を自覚し

ている。この責任は,われわれが大学の改革と問題の真
の解決のために今後ともあらゆる努力を傾け,一日も早

く東京大学を研究・教育の場として再建する以外に果た

す道はないと考える。今日,全学をあげて大学の改革に

努力しているのも,こ のような自覚の上に立ってのこと

である。

このような紛争の経過を顧みれば,今 日政府が国会に

提出している「大学の運営に関する臨時措置法案J(以下

「法案」という。)に対して,東京大学が反対意見を表明

することには,十分慎重でなければならない。しかし,

教育は百年の大計であり,こ こで一歩を誤れば,後世に

悔いを残すことになりかねない。われわれは,紛争の中

で悩み苦しんできただけに,あえて「法案Jの問題点に

対し見解を表明せざるをえない。

「法案Jは , 今日の大学紛争において,さ まざまの暴
力的な行動に対する大学側の対応の甘さや緩慢さを批判

し,紛争を早急に収拾しようとする立場から応急の措置

をとることを目的としている。たしかに,大学はおよそ

暴力と相容れない場であり,手段を選ばずに自己の主張

を貫こうとすることは,動機の如何を問わず許されるべ

きことではない。しかし,教育の場としての大学におい

ては,そ ういう学生の逸脱した行動に対しても,ただち

に力をもって対処するのではなく,で きるかぎりの手段

を尽くして,学生の自覚と反省を促す必要がある。われ

われが理性的討議によって問題を解決しようと努めてき

たのも,そのためである。これに対して,なお不法な行

為がくりかえされたり,緊急の危険が生じたりした場合

には,東京大学はこれまでも十分な決意をもつてそれに

刻処してきた。このような暴力のlJl除は,現行法のもと

でも大学の自主的判断によって十分対処しうることであ

って,政府が教育の場の実情を十分顧みることなく力に

よる介入をはかっても,事態はけっして解決されるもの

ではない。

しかも「法案」は,大学紛争の現象面に日を奪われ ,

その根底にある真の問題に思いをいたしていない。たし

かに学生の暴力的行為は強く非難されなければならない

が,その背後に,たんに大学のあり方だけでなく,教育

体制全般の問題があり,さ らに今日の政治,経済,社会

全体に対する青年の強い不満と反発が秘められているこ

とも見失ってはならない。そのことは,現在,大学紛争

が,高度に発達した社会に共通の問題になっており,ま

たわが国においても,紛争の直接の原因は種々でありな

がら,ひとたび紛争がおこると,たちまち全学的に,あ

るいはf也大学へと,波及していく傾向があることをみれ

ば明瞭であろう。こういう根深い問題にふれずに,ただ

学長に権限を集中したり,文部大臣の指導・監督権を強

めたり,いわんや体廃校をもって教師や学生に衝撃を与

えたりすることで,大学問題になんらかの解決がもたら

されると考えるとすれば,それはまったくの見当はずれ

であろう。たしかに廃校は,紛争大学自体を消滅させる

ことになろうが,大学紛争はそれによって解決されない

のみか,かえつて拡大し,あ とに残るのは学問と教育の

荒廃だけだということになりかねない。

今日大学問題を真に解決するためには,迂遠のようで

はあっても,大学の改革をおしすすめ,それを時代の真

の要求に十分に応え うるもの としてい く以外に道はな

ヽヽ。
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しかし,こ のような大学の改革は,ま さに大学人がそ

の創意と自主性のもとにすすめるべきことであり,政府
はむしろこのような改革の努力に対して,これを支援す

る立場に立つべきであろう。研究や教育は,本来,当事
者のひとりひとりがみずからの責任を自覚したうえで,

相互の理解と協力を通じて行なうべきものであり,それ
についての改革も同じである。通常の行政機関等と同様

に上から下への管理体制の強化によって大学問題を処理

しようという,大学管理法案以来の発想をついだともい

うべきこの「法案」では,研究者・教育者から学生に至
る全大学人の反発が強まるだけであって,そ こから大学
についての新しい理念や構想が生まれようはないのであ

る。

もちろんこの「法案Jに反対する以上,われわれは東
京大学の改革にさらに力をつくし,問題の根本的解決を
はかる上でひとしお重大な責任を負う覚悟をもってい

る。法律的にみてもこの「法案」はきわめて不備であり,

重大な危険を内包するものであるが,こ とはただ法律の

是非にあるのではない。大学の問題が,いわば現代文化
の歴史的意義にかかわる問題となっているだけに,国民
の理解を求めるとともに,政府も国会もより広い視野と
深い見識をもって賢明な態度をとられることを期待して

やまない。

1969年 6月 11日   東 京 大 学

いわゆる「大学立法Jに関しては,学内の各部局や各
組織で多くの反対運T/Jが展開されており,理学部でも自
治会や教室単位で抗議声明などがいろいろと出されてい

る。

大学改革準備調査会関係記事

大学改革準備調査会の組織問題専門委員会が任務とし

ている課題は著しく広範囲にわたっているため,その間

題領域全般につき詳細に調査研究するには,なおかなり
の作業を要することが明らかになった。また調査会発足

当初とは学内外の情勢が変化して組織問題専門委員会の

任務が大幅に増加した。このために 5月 27日 の評議会

の了承を得て管理組織専門委員会と研究・教育組織専門

委員会の二つの専門委員会が設置された。管理組織専門

委員会委員長は石川馨工学部教授で,理学部からは山口

嘉夫教授(物理)が出ており,研究・教育組織専門委員会

委員長は島内武彦教授(化学)である。新設の両専門委員

会は,いずれも従来の組織問題専門委員会の任務を引継

ぎ,いままでにまとめられた覚書や報告は十分参考にす

るが,必ずしもそれらに拘束されずに独自の立場で調査

研究をすすめてゆ くことになる。管理組織専門委員会

は,東京大学の意志決定と執行の組織の現状における欠

陥の分析と改革の方向について検討する。一方研究・教

育組織専門委員会は東京大学における研究と教育の組織

の現状における欠陥の分析と改革の方向を検討すること

を任務としている。

大学改革準備調査会本委員会および各専門委員会から

の覚書発行はここしばらくの間中断していましたが, 7

月にはまたいくつか発行される予定です。党書の入手を

希望する学生は,所属学部事務室に公表後 10日 以内に

申出て下さい。覚書は公表されるたびに掲示が出されま

すから注意していて下さい。

教養学部問題懇談会の中間報告

本年 4月 22日 に教養学部問題懇談会が,本郷側 3名

(大内力,向坊隆,福武直各教授),駒場側 3名 (阿部秋

生,野上茂吉郎,平井啓次各教授)で大内教授を座長と

して発足して以来,東京大学における一般教育と専門教

育との関係,教養課程のあり方について検討を続けてい

たが,6月 17日 にそれまでの結果をとりまとめた中間

報告が総長に提出された。総長は同日「教養学部問題懇

談会の中間報告の配布にあたってJと題するまえがきを

l・lけ て全教官に配布し, 各部局での討議の素羽に供し

フヒ。

ここでは教養学部問題懇談会中間報告の全文を掲載し

て理学部学生・院生・教職員の討論の資料として提供す

る。教養課程のあり方などについて御意見をおよせ下さ

ることを却1待 しています。なお理学部教官の間ではこの

問題について懇談会をいままでに三度開いており,その

メモは広報木号に掲載してありますから参照して下さ

い。

教養学部問題懇談会中間報告

1969--6--17

【まじめ に

総長の委嘱をうけた標記懇談会は,東大における一般

教育と専門教育との関係,お よびその問題の具体的なあ

らわれとしての教養課程のあり方について,かねて検討

中であったが,6月 16日 の第 6回会合までの討議の結

果,ほぼ以下のような一致点に到達したので,その結果

を中間的に報告することにした。

木懇談会は,執行部や各部局の立場をはなれ, 自由な
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立場から上記の問題について研究することを目的として

いる。したがってこの報告にしめされる試案も,何らか

の拘束力をもつことを予想したものではなく,執行部に

たいして,今後の討議のための素材を提供するものにす

ぎない。

なお, 教養学部な らびに教養課程のあり方について

は,東大における研究教育体制全体の改革問題の一環と

して, 日下改革準備調査会において検討中であるし,こ

れとは別に教養学部第九委員会で作成された案は,過日

同学部教授会に提出された。木懇談会は,これらの討議

や案およびその他各種の意見を十分参考にし,矛盾の生

じないよう努めたが,上記諸機関の検討ががいして長期

にわたる改革を目ざしているのにたいし,木報告は,当

面できるだけ早く着手すべき事項に中心をおいている。

また,本報告の案を具体化に移すとすれば,当面木年度

の入試 (入学者の類別,定員等)にも若千の変更を加え

る必要が生ずるかもしれないが,その点は本懇談会にお

いて,引 きつづき検討を加える予定である。

I 改革の諸前提
一,一般教育と専門教育との関係

東大の教育研究にかんする将来計画が制度上,今後い

かなる形をとるにせよ,それは一般教育と専r]教育との

関係について明確な認識の上に立つべきである。本懇談

会はこの′点についてつ ぎの ような基本的了解に到達し

′こ。

(1)一般教育と専門教育とは,す くなくとも教育理念
の上では,それぞれ別箇の問題領域をもった対等の

三分野である。

(2)一般教育とは総合的な人間にいいの教育であり,そ

れとの対比においてみれば,専門教育とは分化した

専門中心の教育である。

(3)大学教育の在るべき姿は,(1)お よび(2)の意味で

の一般教育と専門教育との総合をめざすものである

べきである。

以上のような基本的了解に立って,これまでの東大のあ

り方を反省してみると,そこにさまざまの問題のあった

ことが指摘できる。なかんずく,これまでは,一般教育

を担当するのが教養課程 (教養学部)であり,専門教育

を担当するのが専門課程 (本郷の学部)であると考えら

れてきたために,大学教育が木来もつべき総合性,一貫

性において不都合を生じたことは重大な欠陥である。ま

た一般教育を前期 1年半ないし 2年に集中する横割制
は,一般教育がより初歩的・入門的な, より低次の教育

であるかのような錯覚を教官にも学生にも生ぜしめる傾

向のあることも否定できない。

もちろん横割制には,a)進学決定までにかなりの時間

的余裕があり,学生が自分の進路につき考慮するための

期間をもちうること,b)あ まりに早い専門化の弊害をさ

けうること,C)文科各類,理科各類間,ないし文理科間

の学生の自由な相互交流が可能である,等々といった利

点をもつことは事実であるが,《総合的な人間中′いの教

育》としての一般教育を,大学教育の中に有効に位置づ

けるためには,なおつぎのような諸点について十分な検

討を加え,これまでの一括別置方式以外に,方法上さま

ざまの工夫をする必要がある。

(1)一般教育はかならずしも
″
一般教育向"の講義に

よってのみ与えられるとはかぎらない。たとえば学

生が自分の専門外の専門の講義を聴講することによ

っても一般教育の目的を達成しうる場合もある。そ

の点の検詞なしに “一般教育向"の講義のみが教養

課rlを形成するように考えられてきたのではない

か 。

(2)広い視野を学生に与える講義は,た とえば,同一

の問題を異なった専rl家が異なったアプローチから

分析するといった方法を活用することによって達成

できる場合もある。しかし一般教育がこれまでyJ場

に閉じこめられてきた結果,こ ういう工夫が十分お

こなわれず,一般教育の講義が専門科目の入門ない

し初歩に終り,総合的な学問的ヴィジョンを与える

のには程遠かった場合があったのではないか。

(3)教養課程の学生には,中心となる学問ないし関心

が与えられていないために,総合性を目ざした教育

が,かえって断片的な知識の吸収に止まる結果を生

んではいなかったか。

(4)一般教育と専門教育との間の連絡調整が十分にお

こなわれ難いために, しばしば大学 4年 (ないし6

年)間の計義に重複反覆が生じていたのではないか。

(5)外国語教育のように,人文的な教養の面と技術的

な手段の習得の面とをあわせもつ科目が,一般教育

のなかに安易に組み込まれているために,教育方法

上の工夫がおろそかになっていたのではないか。

要するに,本懇談会としては,東大における一般教育

が必要不可欠であることを認めたうえで, しかも現状に

は制度上でも,方法上でも改革の必要があるという結論

に達した。

二,現行制度の問題点

以上のような基本的な問題のほか, より具体的には,

現行の横割制度はつぎのような問題に直面している。

(1)駒場側のかかえている問題
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職員の不足,

C)主として講座制,学科目制という制度上の問題
に由来する研究上,教育上の格差の問題―一ただ
しこのことは講座市1を全面的に実施するべきだと

いう要求ではなく,講座制,学科目制にとらわれ
ることなく,研究と教育の必要に応じて,予算や

定員 (教官・職員)が全学的な視野に立って (し
たがって研究所もふくめて)配分されることが望
ましいという趣旨である。

d)カ リキュラムその他について木郷 9学部からの
要求にいかに応えるか。その場合とくに困難なの

は,それぞれの学部の要求の多様性ということで

ある
*。

これまで,こ のような多様な要求を受けとめ,いかに

処理するかが教養学部の大きなPll題となっていた。

(2)木郷側からみた問題

a)教養課程と専門課程とのあいだに断絶感があ
り,教育に一貫性がたもてない。また本郷と駒場
の連絡調整も円滑にいかないが,それはたんにキ
ャンパスが異なるためだけでなく,11度上の問題

でもある。

b)ますます高度化し複雑化する専門の学問技aiを
かぎられた時間内で教授することの困難さの増大

――専門教育のための時間の不足。

C)各学部ごとに異なる一般教育にたいする要求を
満しえないこと。

イ紛争前の段階で木郷 9学部がもっていた要求はほぼ
つぎのように多様化していたと思われる。
J:教養 2年十専門 3年 という形で 5年制をとる。
E:いわゆる阿部私案Aに近い “くさび型"。
L:大学院中心の考え方が強いが,学部段階では,
Liberal Arts College的 なものに協力する。
P:学部段階では Liberal Arts的なものを重視 (P)
T:4年一貫教育の要求が強く, 1年生からの一貫
教育を自学部でおこなうという意思もある。
S:4年一貫教育の要求が強い。その場合,学部4
年間を一貫して本郷も しくは駒場でおこなう
か,あ るいは本郷,駒場に別々に理学部をおき,
それぞれに特徴をもたせるかを工夫する。
M:2年 +4年の医進コース。
A:学科別までを考慮した完全縦害1制。
φ:早期専門化をさけ,横割り的一般教育を重視す
る。
ただし,こ の紛争を経過したことによって,どの
ような変化が生じたかは明らかではない。

三,改革のための前提と方向
以上のような基本的ならびに当面する問題をできるか

ぎり解消しうるよ うな改革を考え ることが必要である

が,長期的な改革の方向をも考慮しつつ,当面以下のよ
うな前提と方向で,暫定的な改革を考えることとする。
(1)前提と方針 :

a)駒場を東大とは別の大学とする完全独立案は当
面考えない。

b)学生定員の大 ln削減は困難であるが,大学院の
定員を増加させるのとふりかえに,ある程度学部
定員を削減すべく努力する。

C)現に木郷と駒場との間にある研究上,教育 Lの
格差を可及的に速かに解消する工夫をする。

d)一般教育を駒場の教官にのみ委ねるのでなく,
原則として全学部の教官が (必要に応じて研究所

教官も)一般教育に参加する。
e)こ の改革はあくまで短期の暫定的なものとし,
将来は一層徹底した改革を遂行する。とくに教養

学部の手直しだけで問題が解決すると考えてはな

らず,専門学部の再編,改革がこれにつづかなけ
ればならない。

f)以上の前提のもとに 4年ないし大学院もふくめ
て 6年間の一貫教育の努力を強化す る方針をと
る。

(2)方 向 :
ここ 2～ 3年のうちに実施にうつす第 1段階と,長期
的改革への過渡をなす第 2段階とが考えられるが,第 2

段階については,なお検討の余地が大きいので,当面第
1段階を具体的に考え,第 2段階については,考えうる
いくつかの方向をしめすにとどめる。

第 1段階の基本的な方向はつぎのとおりである。

a)一般教育を前半に集中することをあらため,原
則として 2～ 4年次にも ″くさび型"に組み入れ
る。

b)教養学部教官集団 (faculty)は 当面そのままと
するが,つぎのような形で他学部との交流を拡大
する。すなわち,教養学部教官は,駒場で一貫し
ておこなわれる教養学科,基礎科学科および「第
3学科」(その内容については検討の要がある)の

ほか, 自学部および他学部の一般教育を担当し,

また必要に応じて他学部の専門教育に も参加す

る。他方,専門学部教官は, 自学部の一般教育の
ほか,教養学部ならびに他学部の一般教育にも必
要に応じて参加する。

C)外国語および体育については,で きるかぎり早
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く,言語文化研究所 (仮称)お よび体育研究セン

ター (仮称)を設け,全学的に語学ならびに体育

の教育の一元化をはかる。そのさいには,教養学

部の教官団は,上記 3学科および 2研究施設にそ

れぞれ分属する形になる。ただし,こ の間に各学

部間の教官の再配置が考えられるべきであろう。

d)一般教育についての全学的な管理体制をととの
える。

Ⅱ 具体的改革案
一,こ の改革案は現在の 10学部と現行の4年制 (医

学部のみ 6年制)と を一応の前提として,教養学部と他

学部との関係を中心課題として作成されたものである。

したがってそれは,将来より根本的な改革がおこなわれ

ることを展望しつつ,それまでの暫定的なものとして考

えられている。

二,教養学部と専門課程

教養学部は「教養学科」「基礎科学科Jのほか「第 3学

科J,言語文化研究所 (併任),体育研究センター等の教

官団からなる東大の独立した一学部とする。

これらの専門課程その他は後述する教養課程と有機的

連関をもつとともに一貫した 4年制教育の柱となる。現

在の教養学部教官集団は,後述する再編成にともない,

人数ち構成に変動を生ずるが,将来はすべて上記の専門

学科その他のいずれかに所属する。

三,東大の教養課程と教養学部

(1)教養学部はみずからも含めて東大全体の教養課程

の主たる担当者となる。

(2)こ れまでの 2年間の一括別置方式をあらため, 1

年間だけ集中的に教養課程をおこなったのち, 2年

次以降はいわゆる
″
くさび型"とする。この場合,

a)学生を, 入学時に各学部割 (一部学科割までふ

くむ)で とるか,1年次はほぼ現行に近い形でとり,

2年次でふりわけるか, b)学部割もしくはそれに

近い形でとった場合,将来の転学部を,いつ,ど う

いう方法で,どの程度にみとめるか, C)教養学科

等に進学する学生をのぞき,学生をいつ (2年次開

始期か 3年次開始期か)本郷キャンパスに移すか,
d)学生の管理の責任を どの学部が負うか等の検討

が必要となる。

(3)“ くさび型"の型は, 各学部の多様な要求に応じ

て種々のヴァリエイションを考えうるが,当面つぎ

のような型が実現しやすい (図 1参照)。 すなわち

“医進コース"を別として,他の 9学部については

2年次以降をすべて “くさび型"と し,こ の “くさ

び"の内容を学部ごとにある程度変化させる。この

駒場

場合,当面は 2年次までを駒場で, 3年次以降を本

郷でということになるが, 2年次以降専門科目は本

郷で,教養科目は駒場でおこなう方法,お よび反対

に教養科目をも本郷でおこなう方法もありうる。

四,実施のために必要な措置

さきに Iの三で述べた前提条件を完全に充すほかに,

つぎの諸点の工夫が必要である。

(1)カ リキュラムの編成のため,教養学部と他学部と

の協力体制をつくること。

(2)各学部教官が 1年次から, とくにゼミナール担当

のような形で一般教育に参加すること。

(3)本郷キャンパスでの一般教育実施について,教養

学部教官の出張講義のほか,本郷各学部の教官が他

学部にも協力すること。したがって本郷各学部の学

年歴,授業時間の区切り方等を統一することととも

に,各学部の講義題目を全学的に周知せしめる措置

をとること。

(4)語学,一般教育を駒場でおこなう場合には,特定

の曜日,時間をそれにふりあてるようカリキュラム

編成をおこなうこと。

Ⅲ 第 2段階についての構想
一,やや長期的にみた場合,東大の研究教育体制がど

のような姿になるかについては,ま だ十分に具体的な像

がつくられているとはいえない。前記改革準備調査会で

は,幾つかの専門課程をともなった大きなカレッジをつ

くる案や,「ゆるい縦割」案等が考えられているが, い

ずれにせよこれまでの学部の枠を大幅にとり払い,専門

に偏しない教育を学部の一般学生にたいして与えること

を目ざしている。また教養学部第九委員会の試案Ⅱも,

すくなくとも駒場を中心としてカレッジないし一般課程

学部 (Faculty of Arts&Sciences)を つくることを考

えている。

この後者のばあい,本郷をも同様にカレッジに再編成

する方法もあるし,本郷には専門課程と大学院のみをお

く方法もありうるが,いずれにせよ,準備調査会案に接

続しうる性質をもっている。

もちろんそのほか駒場に研究所,大学院を集中し,学

c s i p J ET A d M
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部は (どのような形のものにしても)本郷に集中する案,

大学院 。研究所および一部の学部 (た とえば比較的独立

した教育体系をもつ医学部)を別のキャンパスに移す案
等も考えられないではない。

二 そういう長期的な構想がどのように固まるにして
も,そ こにいたるまでの過渡期として,上記の改革案に
つづく第 2段階の改革案を考えておく必要がある。その

点でさしあたり検討に値するのは,つぎのような諸改革
であろう。

(1)文学部 。理学部 (教育学部を一部ふくむことも考

えられる)の全部もしくは一部が駒場にl・91云 し,教養

学部とならんで将来 Faculty Of Arts&Sciences

を形成する母胎となる案

(2)教育学部を人間関係学部 (仮称)に再編成し,人
類学,人文地理,心理学等と統合する案
(3)ェ学部を専門分野別にわけ,理学部,農学部,薬
学部等とあわせて数千固の学部に再編成する案

(4)Law SchOol,Business Schoolを 別だてにし,

社会科学部 (政治,経済,社会,農経等)を統合す
る案

理学部会合日誌

6月 1日 (日 )
2日 (月 )大多数の学科で学部 4年夏学期授業開

始,理学系専門課程主任会議 (16時～
17時半)

3日 (火)理系予備折衝 (第 2回 )
4日 (水)会計委員会 (10ロキ～12時半);教官懇

談会(13時 ～16時 )於化学新館会議室
5 日 (プく)

6日 (金 )

7日 (土 )

8日 (日 )

9日 (月 )

10日 (火 )

11日 (水 )

理学部 2号館講堂にて文学部討論集会

(14時 ～17時半)

教養連絡委員会 (於農学部);理系予備

折衝 (第 3回 )

理系奨学委員会 (14時 ～15時 )

人事委員会 (10時 ～12時);理系研究

牟1委員会 (14時 ～17時 );理系交渉予

備折衝,学部長学部自治会代表と懇談
(17日寺]`～ 20日寺)

教養学部連絡委員会 (10時 ～12時 );

1号館運営委 (10時半～12時);理系

交渉 (16時～19時半)於化学講堂

教官懇談会 (10時 ～12時半);総合計

画委員会 (12時半～15時)於化学新
館会議室

会計委員会 (12時 ～14時);院生大会

(15時 ～20時)於化学講堂;学生大会

(16時 ～23時)於 2号館講堂

定例教授会(13時～17時 )於化学講堂

各号館運営委員連絡会 (11時 ～12時

20分 )

理系院生ス ト

教室主任会議 (10時 ～12時半)

総合計画委員会と幹事会懇談会 (15

時～19時 40分 )於化学新館会議室
24 日 (ゥk)

25 日 (ガ()

26日 (木)教官懇談会 (14時～16時,向坊教授
を迎えて教養課程と理学部との関係に

ついての討論)於化学新館会議室
27日 (金 )

28日 (土)学部長海外出張(7月 7日 まで),学部
長事務代理は大木教授

29 に|(日 )

30日 (月 )学生大会 (16時 ～)於 2号館講堂

教 授 会 メ モ

6月 18日 (水)定例教授会
(13～ 17時,於化学講堂)

題

前回議事承認

研究生に関する件

教職員免許状取得に関する専門牟1目 の単位認定の

件

末元教授より,免許取得希望者に便宜をはからう
よう各専門科目の単位認定に変更を加える希望が紹

介され承認された。
三年次成績の報告

育英会奨学金などの都合により6月末日までに学

部三年次の成績を報告する必要があるので,学生が

困らぬよう配慮することになった。また各科目の不

14 日 (二L)

15 日 (LI)

16日 (月 )

17 日 (クk)

18 日 (ガく)

19日 (木 )

20 EI(`凝 )

21日 (土 )

22日 (日 )

23日 (月 )

議

１
　
２
　
３

12日

13 日

木

金
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合格者に対する追試験はなるべく早く行なうよう要

望があった。

5.三年次向けの講義に対する四年次学生の聴講希望
について

学部長と学部自治会との話しあいで, 5名以上の

希望者がある場合に考慮しようとの申し合わせにな

っており,学生からの希望がある程度よせられてい

ることが紹介され,な るべく希望に添えるよう考慮

することになった。

6.教養学部連絡委員報告
最近教養学部で進学希望を再確認したところ,理

学部志望者は定員を超えているとのことである。進

学者振りわけは7月 4日 に行なわれる予定。教養学

部では7月 7日 より第 4学期が始まり,途中8月 3

日～31日 の間夏季休暇があって 11月 15日 に終り,

11月 29日 に進学最終決定があって 12月 1日 か

ら学部第三学年に進学という予定になっている。こ

のような事情で,駒場からの進学予定者内定がすむ

まで,転学部 。転学科・学士入学の希望者の決定は

待った方がよいとの発言があった。

7.委員の交代について
大学改革準備調査会木委員に島内教授 (化学)が

任命された。委員交代については別掲

8.学部長会議・評議会関係の報告
学部長から最近の学内諸情勢 (理系院生との集会,

医学部授業再開,病院改革案が考えられつつあるこ

と,文学部集会のときのことなど)の紹介があった。

本学の助手が他大学の非常勤講師になる1//1が多くあ

るが,東大内部では他学部同志の間ではある程度可

能と認めることになった。その場合,助手は,原只1

として学位を持っており,助手勤務 1年以上あれば

よいとの申合わせができた。

藤田・森野・前川各退官教授には名誉教授の称号

が贈られることになり,吉田教授については別個に

取り扱われることになった。

9.「大学の運営に関する臨時lFH置法案Jについて

東京大学の名でいわゆる大学立法に対する見解を

出した経緯について学部長の説 lylがぁり,理学部教

授会としてもそれを支持した。なお法案自体の内容

と共に, 53%の国民が大学措置法は必要であると

考えているのに大学はなぜ反対せざるを得なかった

かをもっとはっきりPRして欲しいとの意見が出さ

れた。

10.会計委員会報告

斎藤委員長が,木年度はまだ校費配分が示されて

いないが,夏前に酉己分方針を議論しておき,従来の

方式を若千改良したい考えであると述べ,細かいこ

とは教室主任会議にはかることとした。

11.昭和 45年度概算要求に関する件

先回の教授会以降に取り扱った事柄について斎藤

委員長の報告があった。

12.総合計画委員会報告
教養学部問題懇談会の中間報告,理学部教官懇談

会での議論で全学的に発言せねばならないところの

「理学部の特殊性」について,近 理々学部広報に報告

をのせることにしている。 (本号 11～ 15頁所載)

13.教養課程の改革等に関する問題

幹事が問題点を整理して,総合計画委員会が中心

となって意見をまとめることにした。

14。 その他
6月 28日 ～7月 8日 の間学部長が海外出張され

るので,その間は大木評議員が部長代理をつとめる

ことになった。

委 員 交 代

全 学 学 生 委 員:藤原教授 (化学)から小柴助教授(物

理)に交代

学生生活実態調査委員:久保教授 (物理)か ら浜口教授

(化学 )|こ

大学院連絡委員:4直村教授 (物理,数物系担当)

島村教授 (化学,化学系担当)

木下教授 (動物,生物系担当)

理学部

"i学

生委員:鈴木教授 (物理), 渡辺 仁助教授
(人類), 初口井助教授 (地4勿 ), 岩堀

教授 (数学)

教官懇談会メモ

理学部教授会では,6月 4日 ,6月 14日 ,6月 26

日に大学改革とくに理学部のあり方と教養課程などの問

題を中心にして教官懇談会を開いた。ここで出された意

見のうち,あ るものは理学部総合計画委員会資料として

発表されてもいます。本号にも総合計画委員会資料 No.

2が掲載されています。ここでは上記会合の簡単なメモ

を記すことにします。

6月 4日教官懇談会のまとめ

当日は幹事会がとりまとめた問題点を紹介し,それを
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きっかけに討論を行なった。

1.管理・運営について指摘された問題
(a)理学部は Federationと しての総合大学の中の
一学部であることをのぞむ意見が強い。

(b)管理・運営の組織が教育。研究の組織から分離
する方がよかろうとの意見に傾いている。

2.教育体制についての問題点
(a)大学院に主体を置きたいという考えは共通して
あるが,小 さい足としての学部を置くのがよいか,

学部を切りはなすのがよいかについては意見がわ

かれている。

(b)入試については,昭和 45年度から理学部進学
志里者のための理科四類をつくることには賛成の

ようであるが,理学部教官は新入生の基礎教育の
負担をにな う覚悟があるかどうかはっきりしな

い。入試の方法についても理学部独自にするかど

うか問題が残った。また理学部独自の考えを理科

四類にもりこむ場合に,東京大学全体のプランに

組みこめるかどうかについても問題が残った。

3.研究体制について
議論はまとまった方向に進むまでには至 らなか っ

た。

6月 14日教官懇談会のまとめ

1・ 教養学部第九委員会案についての評価i

この案に対しては理学部教官は比較的冷やかな反応

しか示さないようである。一般教養課程をよいものに

したいという駒場の立場からすれば当然の要求ではあ

ろうが,こ の案ではそのために現在の理学部教官の負

担をますことを仮定している。理学部教官としては,

むしろ大学院課程をよりよいものにしたいので,その

立場からの案を立てたいという考えが強く出た。

2.理科四類をつくることの是非
理四をつくることには異存はないが,漠然とした期
待はあってもどの程度こちらで考えている一貫教育が

できるのか,またどのような負担が生じるのかつかめ

ないので, 議論が具体的にはならなかった。 (こ の点

が教養学部教官の反発を買う一原因であるかも知れな

い 。)

3.理学部の将来像について

研究のレベルを高く保つためには,学部教育。大学
院教育がそれぞれ何を目指す教育であるのかをはっき

りさせたい。たとえば理学部教育は高等普通教育とわ

り切り,理学系大学院教育は研究者の養成を目的とし

て研究所の色彩を強く出すなど。しかし細い足をつけ

た大学院大学構想にもまだ強い未練がある。

理学部のスタッフは研究を主体とした組織に所属し

て研究しており,教育のためにはそのカリキュラムに
応じて割当てがあって別に組織されると考えればこの

問題は考えやすくなるとの発言があった (改革準備調

査会の試案)。 その他たくさんの傾聴すべき意見が出

された。

6月 26日教官懇談会メモ

この日には教養学部問題懇談会の委員をされておられ

る向坊工学部教授においでいただき,主として本郷各学
部と教養学部との関係について懇談が行なわれた。久保

理学部長の挨拶のあと,向坊教授が教養学部問題懇談会
の中間報告が出された経過およびその趣旨を説明され

た。教養学部問題懇談会が発足したときに教養側の態度

として,まっきりしたことは

1.教育。研究 。人員などの面で本郷と駒場の格差が
解消する方向にすすむものでなけれセゴならない。

2.大学改革に際して教養だけがいじられて他学部が
元通りであってはならない。

との点であったとのことである。中間報告は討論の叩き

台として出されたものであるから大いに各学部で検討し

て欲しく,今年の秋から発足することが期待されている

大学改革委員会の一部が教養学部のことを考えるに当っ

て大いに参考となる意見を出しておいて欲しいと述べら

れた。

出席各教官からはいろいろな意見が出された。主なも

のはこの中間報告が教養学部第九委員会案に非常に近い

形で出されているが,教養学部第九委員会案がかなり良
い案と思われては困るとの意見であった。また教養学部

では基礎教育と教養教育とを峻別しているがそこに決定

的な差違があるかどうかについては,問題があるという
ことであった。また教養学部の立場は現状では他学部の

教育の下請けの立場であるので,依託加工だけするよう
な学部を大学に置くことに無理があり,同格なグループ

の中で基礎教育の職務を分担するような方式にしないと

教養学部教官の不満は解消しないであろうとの意見が多

くの教官の共感をよんだ。

なお理学部では7月 3日 に教養学部教官との懇談会を

計画している。



6013理系院生との討論ならびに

交渉の経過・議題・討論要旨

かねてから理学系院生自治会から理学部長 に対 して

「系団交Jを開いて欲しいとの要求があり, これについ

て数回の予備折衝が開かれた。院生自治会が要求してい

たことセま

1・ 政府自民党の大学立法 。中教審答中に対して理学

部教授会は反対声l14を出して欲しい。

2.東京大学全学大学院生協議会をただちに公認する
ために理学部教授会は努力すること

3.全国大学院生の統一要求を支持して,その実現に

努力すること

4.各専門課程での民主化要求に教官は誠実に答えよ
との四項目である。

度重なる予備折衝の結果,上記 4項 目のうち第 1項は

切りはなして理学部長と自治会代表との話しあいの対象

とし,第 2～ 4項は理学系研究科委員会代表と自治会代

表との話しあいの対象とすることにし,そのための集会

は教官 。大学院生には公開することとなった。論議の結

果交渉の題目となりうるものがあれば,それについてあ

らためて交渉を行なうという立場を明らかにした上で自

治会の申入れに応じた。 6月 13日 (金 )午後 4時から化

学大講堂で, 第 1項について 6時すぎまで, り1続 き第

2～ 4項 目について7時半頃まで討論が行なわれた。

集会は議長に飯田 (教官側),漏1原 (院生側),

教官側出席者:久保,西川,44内 ,稲本,丸尾,寺山,

吉川,石黒,山下;岩堀,鈴木(秀),渡辺(仁 ),

田村,山田;小柴;佐 木々,木 l・l(俊),中川,

堀,和田(靖 ),佐藤(正),木下 (清 )

大学院生出席者 は執行部役員ほか各課程院生総言1約

80名 (最盛時)であり,討論は秩序よく行なわれた。

なお理学系大学院生自治会の執行部は5月下旬以降次

のように改選されている。

委 員 長: 鈴木 勝久(地物 Dl)
副 委 員長: 河名 俊男(地理 Dl)

東院協委員: 河野 光雄 (相関 Ml)

小池 達郎(生化 M2)

会   計: 渡辺  洵 (地質 M2)

轟我

―.政府自民党の大学立法,

教授会は反対声明を出せ

題

中教審答申に対して理学部

(教授会声明,共同声明)

一・東院協公認のため,理学部教授会は努力せよ

一.全院協の統一要求,即ち
1.大学院大学創設反対,大学院生に対する格差分脚i

政策反対

2.奨学金三原則 (全員一律,無条件給与,大幅増額)

即時実施

3.国公私立大学院の「授業料J値上 げ反対,「授業

料」を撤廃せよ

4.私学に対する国庫補助を無条件で大 l「n増額せよ

5.希望者全員の入れる院生寮を建設せよ,学内保育

所を設置せよ

6.lJl究災害補償術1度を確立せよ

7.研究旅費を支給せよ

8.大学財政の公開

9.文教予算を大幅に増額せよ,全ての大学の大学院

予算を独立化,拡充せよ
10.大学教職員を大幅に増員せよ,全ての院生の就職

を保障せよ。

を支持し,その実現の為努力せよ。その一歩として

文部省交渉の紹介状をかけ

一.各専門課程での民主化要求に誠実に応えよ

第 1項目に関する討論

院生より

1.政府の貧困な文教政策の指摘
2.法案反対に対して,強力に広範囲な団結が必要で,

教官と学生と一緒に反対声明を出したいとの要求

3.全共闘に対して毅然たる態度をとれとの要求
などがあった。また紛争の要因,政府政策の貧困などに

ついて院生と教官とは多くの一致点 があることを強調

し,ま た立法反対,阻止の点でも一致しているので,こ

の際共同声lJlを出すことを要求した。また具体的に理教

授会はいかなる態度をとるか,について質問があった。

学部長よりの返答の要旨は次の通りであった。

院生から理教授会に声り」を出せというのは要求すべき

筋合いでないこと,声 lylを出すことは自主的にきめる

べきである

と強調した。

大学としては,評議会の見解を発表したし,総長の見

解もすでに前に出されている。理学部教授会でも 18

日の定例教授会で “見解"について検討し,必要あれ

ばそれを “支持する"と いう表明が出されるかもしれ

ない。各教官が職責を全うし,責任に応じて改革を進

めてゆくことこそ,国民にアピールする,立法に対す

る正しい反対の仕方である。
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などのことが述べられた。

院生は重ねて,教官と院生との間の一致点について,
確認を要求し,立法に対して実際に対処する第一歩は共
同声明であると主張した。

学部長より

院生自治会の方でも評議会の “見解"を検討し,これ
を支持することをきめれば よい。教授会側でも,“見

解
〃
を支持することを確認し,声明を出すということ
について教授会で一致があれば,声明を出すかもしれ
ないが,部長個人できめられることではない

と述べられた。

院生より重ねて,共に反対行動をとりたいこと,ま た

「法案阻上のため最大の努力するか」などについて質問

があった。

この件に関する要約 :

「政府の貧困な文教政策が現在起こっている “大学

紛争"の一つの大きな要因である。 しかるに政府は
この問題にいかに対処す るかを明らかにしないま

ま,“大学紛争"を “収拾"し ようとしており,これ

は大学自治を危うくするものであり, 自主解決とは

相容れないものである。本法案の立法化に反対し阻

止するため,それぞれが最大限努力するJ
以上の点に関して,理学部長と理系代表団の間の討議
で理学部長の発言があった。

第 2項 目～第 4項 目に関する討論

議題 2(東院協公認問題)
院生側は全院生の意志をまとめるためにまず全学的組

織が必要であると主張し,学術会議もこの問題について
は規約を重視すべきでないと指摘 していることなどをあ

げた。

系委員会としては東院協が名実ともに備われば公認す

るにやぶさかでないが現状は不十分と考えると答えた。

議題 3(全院協の統一要求)
院生側は大学院生とは「新しい型の研究者」であると

いうフィロソフィーからすれば全院協の 10項目の要求
は当然のものであるとし,こ の問題について文部省大学

学術局長に院生の代表が面会するための理学部長の紹介

状が欲しいと述べた。

系委員会はこの項目のすべてを二括して支持すること

はできぬと答え,各項目別に意見を述べた後,これを次
のように文書にして表明した。

1.大学院大学,格差の件:不賛成 (文意不明確につ
き)

2.奨学金の件:奨学金の大幅増額は必要
3.授業刑の件:保留
4.私学への国庫補助の件:私学に対する国庫補助は
大幅に増額する必要がある。

5.院生寮,保育所の件:院生寮の建設は望ましい。
保育所も望ましい。

6.災害補償の件:研究災害補償制度は必要である。
7.研究旅費の1/「 :大学院学生の野外実習旅費などは
必要である。

8.財政公開の件:大学財政の大綱を公表するのはよ
い 。

9.文教予算の件 :文教予算の大幅な増額が必要であ
る。大学院の財政的基礎を確立する必要がある。

10・ 教職員増員,就職保障の件 :保留
以上は理学系研究科委員長の個人的意見である。

この際系委員長から討論の内容を発表する際には十分
注意して部分的にぬきだして全体の考えをまげることの

ないよう注意があり,また単なるスローガンを内容の検
討をぬきにして支持はできないこともつけ加えられた。

紹介状については,系委員長は改めて学生委員を通じ
て申入れるよう答えた。

議題 4(専門課程の民主化)
「各専門課程の自治会を認めて交渉権をもたせよ」と
いうのが具体的に院生から出された要求であり,各号館
の運営委員会に院生を加えて欲しいといぅ希望も述べら

れた。

系委員長は各課程では従来も院生の組織に誠実に応え
ている筈であるが,こ の問題は各課程で自主的に進めて
欲しいこと,建物については最終的には理学部長が責任
をもつが,これも具体には各号館で考えて欲しいと答え
られた。

理学部総合計画委員会 資料 No。 2

‖召禾日44年 6月 27日

理学部総合計画委員会

現在,東京大学の教育制度改革の具体的方策が各方面
から提案されているが,いたずらに東京大学の将来の教
育制度の全学的図式を書き並べるよりは,われわれは次
のような手つづきを取ることが望ましいものと考える。
1.ま ず各学部は,それぞれ,各自の学部がその存在
意義として保つべき条件を明らかにして,それを提
出すること。
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2.各学部が,それぞれの特色を発揮できるように,
全学を統一するための形式化や理念の上の画一化を

避けること。

3.f卜1度改革の進行は,5年ないし 10年程度の計画
をたて,つねに弾力性を保ちつつ実験的過程を積み

重ねていくこと。

ここにわれわれは,J」_学部が自ら存在する意義を明ら

かにし,その条件を提出する。

大学のなかにおける理学部

いうまでもなく大学は文りl社会における知的活動の中

心であり,知識の継承。開発 (研究),伝達 (教育)な ら

びにその応用 (社会性)に関する機能を合わせて要求さ

れる。大学はもとよりそれ自体が存在しうるものではな

く,|コ家や社会が大学の機能に対して期待し,その存在

を許容するということにより,歴史的に発達してきたも
のである。日本l‐ おける発達の過程は欧米の場合と異な

ることはいうまでもない。明治の初期における指導者は

学問の意義とlllilEについて「学問は身を立つるの財Jと

してこれを奨励した。当時においては学問をすることは

出世につながり,大学教育は「社会階層上昇化」の役割

を果した点も指摘されよう。このような事情のもとで,

特に「法科」や「医科」を中心として国立大学 (東大)

の地位が築かれ,それと同時に学歴編重や大学の1在威主

義等の弊を生じたといっても過言ではなかろう。

国家社会の発達に伴って大学に対する要請は変化する

ものであるし,ま た学術の進歩に従って大学の知的活動

は当然拡大される。大学は科学自体に基づく要求に応え

なければならない。社会的要請 (常識)と科学的認識の

一致は常に必ずしも期待できないが,その調和が著しく

破れるとき大学は苦境に立つ。日本の近代化の過程にお

ぃて,「工科」は順調に生育をとげたが,「社会学科」は

批判者としての立場をとりつつ,社会との緊張関係にお

いてその本来の役割を果してきた。

これに対し,「理科」は直接F■会的1‖値の追求とは縁

のうすいものと考えられていたので,社会的要請に基づ

くというよりも,む しろ学問それ自身を尊重するという

意味で国家がそれを庇護してきたというべきであろう。

その点では「文科」と共通するところが多いが, しかし

わが国においては古来「文学」が教養の学として評価さ

れていたのに対して「理学」はそのような一般性をもっ

ていたわけではない。これは欧米とは異なるところで,

日本の文化的風土に基づく特徴ともいえる。

「理科」が社会的にも真剣に評価されるようになった

のは,高度の科学技術の時代に直面して日本が先進国の

一員として力iし く「科学的文化」の問題に立ち向かう必

要にせまられるに至ってからのことである。「理学」に

対する社会的要請 (国家の庇護ではなくて)や,社会に

対する責任が自覚されるようになったのは全くこのよう

な新しい時代的背景のもとであって,大学百年の歴史に

おいて直接今日につながる部分である。大学に36け る

「理学」の在り方は現代の問題として新たに登場したも

のであって,大学の制度改革の要求のなかの重要なモチ

ーフであることを見逃してはならない。

いうまでもなく,今 日の自然科学の進歩の特徴は急速

に発達する研究の高度化と巨大化にみられる。準1学の進

歩は当然「分化」の道 F‐.をたどりつつ,その各々が三大

化する。巨大化とは単に個々の研究対象 (宇宙科学や高

エネルギー滲1学のごとき)の大きさのみを指すものでは

なく,ワ i究の組iil化 と連帯性 (コ際的)の規模について

もみられる。事実,細分化と巨大化は際限なく進行する

かにみえ,その行方や進化の法則を知ることは現在極め

て困難である。この傾向は独り「 自然学Jだけのもので

はなく「人文学」についても同様であるといえるかもし

れない。しかし,その傾向に格段の差があることは一般

に認められるであろう。

そもそも総合大学においては,そのl■念として,知的

活動に関する調和ある統一性が期待されている。またそ

のような期待を達成する探究の過程こそが総合大学にお

いて営まれるものであろう。その原貝」を否定するもので

はないが,今 日の総合大学における各学部,専門分野の

目的,性格,機能に関しては,歴史的にも,社会的要請

の面からも,科学自体の進歩に基づく内面的要請からも,

これを同一に論ずることは甚だ困難なことも事実であ

る。それは「人文学」と「自然学」の間で特に著しい。

大学の制度改革に当っては, この点について特別の注意

を払い,画一的な改革をはかるべきではない。

理 学 部 の 条 件

理学部総合計画委員会は,東京大学のなかにおける「理

学部」の在り方に関して,数年以前から討議してきた。

それらの内容は物理学教室将来計画委員会報告,理学部

将来計画委員会報告(39年 ),理学系研究科の現状と問題

点 (42年), などに報告されている。それらの討議およ

び,その後の経過において明らかにされた事がらや問題

点のうちで,現在の大学制度改革の進行に直接関連する

と思われるものを以下 I,Ⅱ ,IIl,Ⅳ に分けて要約す

る。
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I.理学部の目的と性格
(1)理学は自然に関する真l■lを追求することを目的
とする。理学部に期待される機能は,現存の専門学わ|を
それぞれ発展させると同時に,ま た,つねに新しく研究
分野を開拓することである。理学の力i研究分野は,異な
る専門分科の協力により,その境界領域に拓かれること

が多い。理学は,通常数学,物 l■学,化学,生物学,地
学などに分けられるが,全学的にこれらの分準|にわけて

学部の再編成を行なうよりも,「理学部Jと して統一し,

それらの有機的な結合をはかることが望ましい。理学の

進歩は,一面その専門の分化をおし進めるが,同時にフF
究方法の共通性が強められることによって,理学部全体
として統一的な休系の成立が可能となる方向に進んでい

る。この観点から「理学部」は各学千1間の内面的関llお

よび連帯性を強化し,新らしい学問の温床としてつねに

その再生産をはかることを

'Л

すべきである。

(2)理学は自然科学の中1亥 として工学, 大学,薬
学,農学などの応用諸滲1学の発展を支えるものであり,
また一方応用諸科学の進歩が理学の発展の契機となって

いる。理学部と応用諸牟1学に関する各学部との緊密な辿

帯は,研究の面からも,教育の面からも極めてLlま しい
ことである。

(3)理学の研究に関しては, 日本の‖i会に値1有な条
件というものは一般的に:存在しない。すなわち,理学の

研究はつねに世界全般に共通な立場で行なわれる。従っ

て,国際的評1‖に而lえ るものでなくては理学のりF究成果
に値しない。理学部の研究活動もまた,つねにL界共通
の高いレベルに保llさ れていなけれ|ボならない。

(4)理学に関する大学教育の目的は,大別して次の
ような人羽を養成することにあるといえよう。

a)IL界的水準において第一線の開拓的研究を行なう

研究者。その多くは大学や高等研究所など糸屯学術機

関のスタッフとなることが期待される。

b)産業界の要請や,諸 lJl究機関, lllll査機関などから
の需要に応ずる倉J意ある研究者,お よび技術者。
C)指導的教育者,および社会の諸方面において理学
的教養をもって活動する人材。

理学部の特質からいえば,特に (a),(b)のすぐれた人
材養成が期待されているが,そのためには大学院段階の
教育にまつ面が多い。社会的要請もまたこのことを示し

ている。理学部では現在学部学生450名 に対して大学院

生は約800名 であるが,産業界からも修士以上の大学院
教育を受けた者に対する要望が年 増々力Hして,学部卒業
生に対する要望を上回る傾向にある。また一方,科学文
化の浸透とともに一般社会において理学的教養を もつ

(C)の人材に対する需要もr析次増しつつある。

(5)以上述べたように研究,教育の両面からみて,
理学部が真にその目的を遂行するためには,現在の大学
院段階の機能を「llいとして充実する必要があるとの見解

をもつに至った。すなわち「理学部」は大学院を主体と

する制度が望まれることが結論される。

Ⅱ.大学院を主体とする「理学部J
大学院を中心とする「理学部Jの形態については次の

ようないくつかの方策が考えられる。

(A)現在のように “学部"を中心とし,これに大学院
が依存するのではなくて,大学院を主体とし,その
下に個有の学部教育課程 (UG)を もつ。UGの規模
は大学院のフF究教育活動を妨げることのない程度に

とどめる。

(B)現在の理学部は大学院のみとして,個有なUGは

もたない。

(C)現在の理学部はUGのみとして,個有な大学院は
もたず,大学1完は別に新らしく設ける。

(D)現在の理学部の制度は保持し,その大学院を格段
と充実強化する。

これらのなかで,理学部教授会メンバーから最も
多くの賛同を得ているものは (A)で ぁるが,他の三
つも,それぞれの根拠をもって主張されている。そ
れらの対立点は主としてUG教育のありかた,大学
院とUGと の連続性の評lllの違いに見られるが,以
下に (A)～ (B)に関して主張される主要なものを述

^ミる。

まず,(A)を支持する根拠として次の諸点が挙げ
られる。

(Al)現在の理学部の UG教育は数十年間にわたっ
て
'音

われた伝統の上に立つものであって,これを放

棄した場合容易にこのレベルまで再建できるもので

はない。この歴史的伝統は今後も守られねばならな

い 。

(A2)専門的研究者の養成は, より若い学生を対象
として,その専Plへの興味が形成される段階から出
発することが望ましい。

(A3)日 本人の知的早熟性の傾向より見て,早期専
|‖ ]教育の意義は重視されなければならない。この観

点からも大学院教育とUG教育との強い関連が保た
れることが望ましく,そのためには個有の UGを持
つ必要がある。

(A4)大学教育の大衆化が進行し,一般的には UG
教育水準は低下する傾向のあることは否定できな

い。理学教育もその例外ではない。しかし大学教育
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の中核は一般的には UG教育にある。特に理学教育
では少数精鋭の研究者の養成も重視する必要があ

る。新らしい「理学部」が大学院中心に偏して,

UGの教育を全く無視することはできない。

上記の (A)に対し,(B)で は「固有の学部をもたな
い」理由として次のように主張する。 ただし (B)でも
UG教育の重要性を全く無視するのではなく,東京大学
の一部において A(1,2,3)の点を十分に考慮した UG

教育が行なわれることを期l待 しているのである。

(Bl)大学院はUGと 切り離して独立のものとし,

それ自身の研究と研究者養成に専念すべきであり,

UG(4年 )と大学院 (5年)を一貫したものとする

と,教官にとってもその負担は過重であり,ま たそ

の時期は学生にとって長すぎて教育上マイナスの面

が少なくない。

(B2)Alに述べられている理学部の歴史的伝統は,

大学院に改変された後にも,新 しい大学教育の中に

うけつぐことができる。

(A),(B)いずれをとるにせよ大学院中心の方策をとる

場合に,次の点を見のがしてはならない。

(i)現在の大学院制度は,学部の組織,教官,施設,設

備に依存している。学部に依存することなく,独立に

大学院を設けるときには,その「理学部」の内容を考

えるとき,当然現在の内部構造の改革が期待されてい

る。また, これに依存して設けられる UG教 育も,
現在の UG教育そのままではあり得ないであろう。

(ii)大学院を主体とする場合にあたっては,特に高度の

研究および教育にふさわしい資格をもつ教官の組織が

必要な前提となる。 またその活動を保持するために
は,従来のような貧弱かつ画一的な研究費の体系は根

本的に改めなければならない。

次に,(Clおよび (D)は ,(A)の UG教 育に関する
(Al)～ (A4)を さらに強調するものであるが,(C)を 支持

する者は大学教育の大衆化が今後ますます進展すること

を特に重視して, 現在の理学部は UGのみとし,大学
院は現状以上に高度のものを別に新しく設けよと主張す

る。一方 (D)は現在の理学部を肯定し,それを維持しつ

つ,その大学院を格段と充実強化しようとするものであ

り,現行の諸制度の下では,学部に依存しない大学院を

一挙に作り得ないであろうという観点も含まれている。

以上のように大学院を中心とする「理学部」の形態に

関しては,なお論議を続ける要があるが,可及的速やか

に意見の統一をはかりたい。

Ⅲ.理学部における UG教育

理学部が大学院を主体として, その下に UGを もつ

とするとその UG教育は現在のように前期一般教養課
程と後期専門課程とに分けることなく,一貫した教育を

することが望ましい。その理由として次のような点が挙

り
!ら
″tる。

(i)「理学部」は高度の専門研究者を養成することを目的

とし終局的には大学院教育を経て完了す る。現状で

は,こ の間の教育期間があまりにも長すぎることにな

る。大学院の修業年限は現在のように博士課程 5年間

と固定することなく,かつ個々の学生の能力に応じて,

また一般的にも短縮されることが望ましい。そのため

には UGにおける専門教育をさらに充実する必要が
ある。UGにおける一般教養教育を軽視するわけでは
ないが,学生の多くが大学院に進学する「理学部」で

は,大学において,一般教育を身につける機会は長期

にわたって可能である点を指摘しておきたい。

(ii)UG教育が前期一般教養課程と後期専門課程との二

つに分けられていることに基づく,両課程間の理念の

断絶,お よび教養課程在学中の学生の精神的不安定な

どに関してはすでに一般に指摘されている通りであ

る。このような観点にたって,一貫したUG教育を実

施するためには,大学入試の段階から各専門分野への

志望が,おおよそきまっていることが前提とされる。

(こ れは入試時点での縦割性, あるいは主として理学

部を志望する学生の進む理 4の制度につながる。)従

来しばしば高校の段階で将来の専門をきめることに対

する疑念が表H/1さ れてきたが,理学部に関しては,そ

れが可能であり,む しろ望ましいことともいえる。こ

れに関して次の 2点を指摘しておきたい。

(ili)理学の専門学科の多くは高校の段階でおおよそそ

の内容を理解することができる。高校の段階で自己の

専門の選択を通じて自覚の形成をうながすことはそれ

ほど無理ではなく,む しろ奨励されるべき点もあろう。

画一的な 6.3.3.の教育体制も今後再検討の要があ

ろう。

(iv)現在大学教育のマスプロ化が非難されているが,

大学の入試のマス化は一層憂うべきである。それが中

等教育一般に及l■す悪影響は大きい。この観′点からは

入試も大学を卒業するときと同じ程度に専門に分割し

て行なうのがよい。それによって受験生の個性を尊重

した入学試験を行なうことが可能となるであろう。

Ⅳ.総合的理学教育

「理学部」は理学研究の場であり, 教育上の機能はま

さに専門教育を 目的としている。「理学」の分化が進行

すると,次々と専門分科を生み,教育もまたますます専

門化 され る。高度の研究者を養成するためには専門分
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科のそれぞれ の分野で直接教育が行なわれる必要があ

る。しかし,ま た別lの観点からは理学の総合的知識が要

求される。理学は共通の方法をもち, 自然の統一的理解

を可能にする方向に進んでいる。それゆえ各専門分科の

壁を除いた総合的教育の実現も望まれる。このような教

育では,従来の個別的な教育とは異なった新しい効果が

期待され, そ こか ら新しい学問の生まれる可能性もあ

り,ま た自由な創意ある研究者の養成に貢献するものと

考えられる。

また,科学文化の浸透に伴って,来るべき知識社会の

構造のなかにおける理学的知識の役割は,従来の個別的
専門分科の研究者とは異なる者を要請している。新しい

社会が要求する指導的教育者,科学情報の処理,集収,
交流の専門家,理学的知識のタレントなどは高度の総合
的知識をもつことが必要であって,新 しい形式の総合的
理学教育が期待される。これらの専門家に要求されるも

のは, 理学的知識自体を最終の目的 とするのとは異な

り,理学的知識を資源としてその社会的応用を開拓する
機能である。総合的理学教育は今後次第に高まるであろ

うこの種の社会的要請にも応じ得るものでなければなら

ないが,こ のょうな意味での総合的理学教育は別途に考

慮する必要があろう。

昭和 45年度東京大学大学院理学系
研究科修士課程学生募集要項補遺

(追加・訂正)

昭和 45年度東京大学大学院理P7-系研究科修士課程学

4L募集要項は前号広報に掲載してあり, 入学試験は 10

月21日 (火 )～ 25日 (土 )に行なわれる。その後入試要項

について下記の如く一部変更がありましたのでお矢1らせ

します。

「地質学専門課程Jの筆記試験科目のうち一般教育科

目が,数学・物理学・化学 。生物学 。地学のうち 2科目
となりました (前号所載要項では地学が入っていません

でした)。 但し志願者のうち学部において地質学, 鉱物

学を専攻した者は,一般教育科目の「地学」を選択する
ことはできないという条件がついています。

また各専門課程における専門科目 (筆記試験)の試験

内容が発表されましたのでここに記載します6

昭和 45年度大学院修士課程入学試験

専門科目試験内容―覧

専門課程 1  専門科目 (筆記試験)の試験内容

物 理 学

物理学の諸分野から基礎的な問題 (約
6題)を出題し,そのうち 3題を選択解
答させる。

註 1.物理学専Fl課程はA, B二つのサ
ブコースに分けられ,物性研教官は
Bの指導にあたり,それ以外の教官
がAの指導にあたる。サブコースB
の募集定員は7名以下である。

註 2 物理学専門課程の指導教官の研究
内容については,「東京大学理学系
研究科物理学専F号課程昭和45年度カ

レンダー」を参照のこと。

天 文 学

天文学,物理学,数学の範囲からそれ
ぞれ 2題出題し,そのうち 2題を選択解
答させる。

ただし,物理学,数学については,天
文学に比較的関係の深い分野から出題さ

オ■る。

地球物理学

地球物理学に関係した問題のほかに,

地球物理学専Fl課程の各教官が作成した

数学,物理学,化学,天文学,地質学お
よび地理学の問題が,各 2題以上出題さ
れる。受験者はこのうち任意の 2題につ

いて解答する。

物理化学,分析および無機化学,
化学の 3分野からそれぞれ出題し,
ぞれを解答する。

生 物 化 学

生物化学のフF究に必要な物理化学,化
学,生物等の基礎的知識,理解が要求さ
れる指定問題,お よび生物化学の各分野
にわたる出題中より受験者が数題を選択

解答する選択問題とが併せて出題される

予定である。

動物学の各分野において専Fl的学究を

行なわんとするにあたり,必要と考えら
れる動物学の施礎夕|1識ならびに思考能力

を試験する。

動 物 学
筆記試験の内容は,生理学,生化学,
形態学,組織学,細胞学,発生学,分類
学等々の分野より出題される問題 (約 8

問)の うちより,任意に 6間を選択解答
する。

なお, 日述試験も上記の基準の半1定に
加えられる。

学

機

れ

有

そ

可‐卜
‐‐

植 物 学1急
'li[:|[1:t(暑

i[ti営;

数学の諸分野から基礎的な問題を10題

出題し,そのうち 3題を選択解答させる。

東京大学大学院理学系研究科
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6題中から任意の2題を選択,合わせて
5題を解答させる。

自然人類学 (形態,生理,生化学的諸
分野), 先史人類学, 生態人類学 (生活
と環境)に関する大問題約 3題,小問題
約10題の全部につき解答を求める。

地 質 学

鉱 物 学

地 理 学

主に卒業論文
に関係したlJI
究内容。

地質学課程を
希望 した理
由,一般的な
地質学の知識
など。

学部において地質学,鉱物学を専攻し
たものに対しては,下記Aを,それ以外
のものに対してはBを内容とする。
後者の場合は,入学志願者名票中に専
門科目筆記試験としてどの分野の科目を

希望するか(物理学,化学,生物学など)
を明記しておくこと。

1.筆記試験 地質学,鉱
学

学部において
専攻した教科
(物 理学,化
学,生物学な
ど)

左に1司 じ。2.外国語論
文訳読

3.口述試験

6月 21日 夜の化学館火災について

午後 7時 10分頃化学館 157号室の入口から室内の実

験台まで 6000ι の酸素ボンベを運搬の途中, ボンベが

たまたま床に置いてあった乾燥用ナトリウム線入りのエ

ーテルを入れてある 3ι 試薬びんにあたり,びんが壊れ

てエーテルが床面に流出した。すぐに室内の火を消し,

散らばったナトリウムをとりかたづけ中,当 日は雨天で

末が湿っていたため,約 3～ 5分後に発火した。すぐに

消火に努めたが,酸素ボンベのまわりが火に包まれたこ

とと,有機溶媒があったので危険と思い,消防署に通報

した。午後8時頃鎮火した。この火災で大学院生二人が

手などに軽い火傷を負った。実験室の一部が焼けただけ

で大きな被害にならなかったのは率であった。

皆様に御迷惑をおかけし,また御l援助をいただきまし

たことに対し,こ の紙面をかりてお詫びとお礼を申しあ

げます。実験の都合上多量の有機溶媒を用いるため,火

災には充分注意するようにしておりましたが,こ のよう

なことになってしまいました。今後このようなことが再

びおこらぬように対策を講じ,細心の注意を払うように

いたします。皆様方も一層注意されるようお願いいたし

ます。 (稲本直樹)

編集後記・投稿お願い

理学部の中に風を通す一つの助けとして理学部広報が

発刊されはじめましてから早くも半年たちました。ここ

半年の間理学部広報には無味乾燥な記事的なものが多く

て編集者も恐縮しています。この広報を利用して学生。

院生・教職員の間でいろいろと有益な情報を交換し, と

きには議論をたたかわすことがあってもよいと思います

ので,みなさんがご遠慮なく投稿して下さるようお願い

いたします。

寄稿をしていただく場合には,寄稿者 (文責者)氏名・

所属・電話i菫絡先を明記の上

地球物理研究施設 福島 直 (内線 7511)
あて学内便にてでもお届け下さい。原稿締切日は一応毎

月 25日 とさせていただきます。なお写真 。図版をのせ

られる場合には,写真 。図版だけは数日前に先にいただ

けるよう御配慮下さい。

地質,鉱物学関係の学科の出身者には,

鉱物形態学,結鼎l学,結晶光学,鉱物化
学等の筆記試験および口述試験 を行 な

う。それ以外の学科の出身者に対して

は,それら出身者の学科における履修科
日の中で,本課程の修士課程において学
修,研究を行なう事柄と関係の深い分野
についての知識をテストするために,上
記の地質,鉱物学関係の学科の出身者に
対する問題以外に,追加出題することが
ある。
この場合には,追加問題に対する得点
総計を重視する。

自然地理学,人文地理学および地誌に
ついて行なう。

本専門課程は,数学,物理学,化学,
生物学などの既存の専門分野で開拓され
た研究方法を併用して,主 として応用数
学,物性物理化学,生物/2J理化学の諸分
野およびこれらの間の境界領域の研究を
行なう。
専門科目試験は, このような目的に適
した学生を選抜するために課するもので

あって,次ぎの要領で行なわれる予定で
ある。

相関理化学
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